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1．近年多発する水害は、それぞれ特徴的課題を提示
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・ヘリコプターや船で救助された人が4500人に及ぶ。多数の逃げ遅れを無くす必要
・堤防近くは、氾濫水の大きな破壊力＝津波時と同様に即座の避難が必要
・住民に降りかかるリアルタイムのリスク情報の必要性等が判明
・ハザードマップを見ていない人も多数

２０１５年９月鬼怒川堤防の決壊（関東東北豪雨災害）



鬼怒川

溢水箇所
(若宮戸 左岸

25k)

鬼怒川

決壊箇所
(三坂町 左岸21k)

八間堀川
決壊箇所(左岸)

2.5km

ヒアリング実施箇所の区分図

2015年鬼怒川水害 情報の内容・伝わり方・理解で異なる避難状況

ＡＢＣＤ浸水区域全体

Ｄ地区は決壊後8時間後に浸水。しかし多数の人がヘリや船により救助 4,500人
C地区は地域の防災情報共有で、ほぼ同じ時刻に避難。

Ｃ地区

Ｄ地区

中央大学河川水文研究室
アンケート調査 2015.11



2017年7月九州北部豪雨

福岡県朝倉市杷木（赤谷川）など

・中小河川の水位観測、洪水予測、ハザードマップ等は未整備
・土砂・流木など中小河川の特性も踏まえた情報体制が必要
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東大洲地区の浸水状況

あやべしうえすぎちょう

京都府綾部市上杉町

2018年7月西日本豪雨
ハザードマップの想定通りの浸水
しかし、自分に降りかかるとは思わず多数の犠牲者

岡山県倉敷市真備 小田川

京都府綾部市 土砂災害

愛媛県大洲市 肱川
上流ダムの緊急放流情報が住民に届か
ず、被害増となった可能性

広島市安佐北区 土砂災害



2019年台風19号 千曲川・荒川・阿武隈川など大河川の氾濫

台風進路

多摩川沿い武蔵小杉の
タワーマンション浸水

鳴瀬川水系吉田川の堤防決壊

千曲川鉄道橋梁橋台の流失
同時多発で対応難



2020年7月豪雨（球磨川など）

盆地部と狭窄部で急激な水位上昇
避難が間に合わない



線状降水帯球磨川流域図 日本３大急流・人吉盆地



洪水対策の体系と河川情報の共有

1)河川対策

3)危機管理対策

2)流域対策
 調節池
 雨水貯留
 浸透性舗装

 避難、水防・救助
活動の実施

 予測情報等のリ
スク情報の発表

 河道改修
 ダム建設
 排水ポンプ建設等
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 防災施設の整備
 適切な施設の

運用

 土地利用規制
 市街化調整区域
 建築規制

☆適切な河川計画と整備、土地利用計画と誘導

☆出水時等の的確な施設管理・操作

☆効果的な避難などの危機管理

☆多岐にわたる関係者間の河川情報共有

洪
水
対
策

関係者

河川管理者

流域都道府県

流域市町村

各施設管理者

各種防災機関

住民

地域コミュニティ

等

２．誰のための、何のための河川情報か？



洪水被害軽減のためのベストミックス 手段は問わない

地域に合ったハード・ソフト対策の「ベストミックス」による総合的防災・減災が重要
（災害の種類を問わず世界共通の災害対策の基本）

・施設の適正操作の
ための情報
・施設計画のための
情報

など

・的確な土地利用・都市
計画等のための情報
・必要な各戸対策検討
のための情報

など

・避難勧告等の情報
・リスクの現状・予測情報
・被災状況の情報

など



情報による避難・被災回避（データと情報は同じではない）

住民等

高齢者等避難
避難指示

（国土交通省、都道府県など）
＝

情報の伝達

【河川管理者が行うデータと情報の収集・伝達】

河川管理者（国土交通省・県など）

・ 地点雨量 河川の管理や施設操作に利用

・ 河川水位（・流量） 加工して伝える
・ レーダー雨量 （洪水予測など） ・防災関係機関

（・ 浸水深） ・ マスメディア

・ ダム・水門等のデータ ・ web
このまま伝える

・市町村

・ 堤防等施設被災状況
・ 氾濫・浸水状況
・ 対策状況

状況

データ

（
リ
ス
ク
状
況
）

河
川
の
状
況
・
予
測



水害の特徴と減災（ある程度予測が可能）

（南海トラフ地震の予兆は？）

・南海トラフ地震など、予兆（地盤の急激
な変化等）が観測された場合・検討中

洪水や土砂災害は、現在の状況をしっかり把握し、さらに予測も使って的確な避
難などができる （なお、予測は不確実性を伴い、誤差があるので注意が必要）



「雨の予測」の誤差＋「流出解析モデル」の誤差 → 「川の流量・水位」の誤差へ

※今後のおおよその状況を知るだけでも、災害時は貴重 台風進路予測と同じ
※現在の水位等をしっかり確認 ＋ 上流の川の水位や雨の状況から想定できる

洪水予測など自然現象予測には、必ず誤差が伴う
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予測が良く合っている場合もある

洪水予測の例



自らを守る
水屋・水塚

地域で守る
輪中堤

水系一環
連続堤方式・新

河川法S39

河道拡幅
堤防・護岸

遊水地
放水路

ダム
地下河川・貯留

ダム高度利用

災害の防止

経済発展等
（新田・都市拡大）

戦国 江戸 明治・大正 昭和

氾濫しても被害小
スーパー堤防・二線
堤・都市の耐水化水争い 長年月など

持続的発展
（BCP・経済リスク

評価･サプライ
チェーン）

融合

原型復旧 → 計画的投資

用地難 環境問題
（高コスト）

用地難
など

平成

３．洪水対策の変遷と河川情報

自助意識の低下
自助意識の向上?

近くの河川水位
上流の出水状況 流域全体の観測・計画

過去雨量・水位の解析
流量管理

氾濫区域の情報・解析
避難誘導のための情報

赤字：河川関係情報の進展

洪水予測の高度化

リスク情報の伝達･理解



○我々の祖先は、平野部での農耕生活を始めて以来、河川から多くの恩恵を受けると同時に水害に悩まされて
きた。我が国の河川整備の歴史は、古くは弥生～飛鳥時代にまで遡り、近代以前の治水は、地域の共同体に
よる地先ごとの洪水防御（輪中堤・控堤等）に始まり、戦国諸侯の領土拡充のために治水技術が発展した。

茨田の堤

◆日本最古の堤防

◆淀川の中の中州状の微高
地である旧茨田郡（現在
の寝屋川市）を守るため
の輪中堤のようなもので
あったとされる

◆茨田の堤は、門真市堤根
神社に現存

４世紀（約1700年前）に仁徳天皇が難波に

遷都し、淀川下流において難波の堀江を開
削するとともに、枚方付近に茨田の堤を修
築し、淀川左岸一体の平野の氾濫を防止。

「茨田の堤」跡

信玄堤

戦国時代までは、家族単位の洪水防御とし
て、洪水が氾濫した場合の避難場所として
「水屋」を造ってきた。その後、集落全体を囲
う「輪中堤」が造られるようになり、洪水防御
が家族単位から集落単位へと発展してきた。

水屋と輪中堤

水屋

←木曽三川における
輪中堤の現状

兵庫県

大阪府

奈良県

兵庫県
「茨田の堤」位置図

難波

堤内地
堤外地 堤外地

↓輪中堤のイメージ図 信玄堤

戦国時代においては、国としての統一的な
治水事業は行われなかったが、領土の概念
が濃厚となり富と武力を蓄えるため、諸侯は
洪水に対処する治水工事を積極的に行った。

武田信玄は、甲府盆地の水害を防御するた
め、釜無川に初めて霞堤を築造するとともに、
信玄堤と呼ばれる、高岩による水制を組み
合わせた堤防を整備した。

◆氾濫流を自然の岩壁（高岩）にあてて、
エネルギーを減衰

◆霞堤により洪水のエネルギーを減衰さ
せながら流下

弥生～飛鳥時代 AD. 0～800頃 平安～室町～戦国時代 AD. 800～1600頃
まんだ

洪水対策の変遷(弥生～戦国時代）
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○近世に入ると、藩政時代の権力を背景に治水安全度の格差づけが行われ、江戸の太平の世において
は、人口増や土地開発の進展を背景に河川改修、灌漑などの技術が発展し、利根川の東遷などの大
規模な河川改修が行われた。

御囲堤 利根川の東遷

江戸時代には、権力を背景に「御囲堤」により治水安全度に格
差付けが行われた。

尾
張
藩

美
濃
藩

御囲堤

◆御囲堤改修
・慶長13年（1608）伊奈備前守の発意に

より着手し、翌14年に概ね完成
・築堤範囲は、木曽川左岸(犬山～弥

富)12里（約47km）

尾張藩対岸の美濃藩の堤防・護岸改修に対して
○「対岸美濃の諸堤は、御囲堤より低きこと３尺（約９０ｃｍ）たるべし」
○「尾張領御囲堤の修繕が済むまで、対岸の諸藩領分の堤の普請は

遠慮これあるべし」との不文律により、美濃側の堤防増強を抑えた。

・近世に入り、耕地面積の倍増したことにより洪水による被害も段々と激甚
化した。あわせて、生産活動の活発化に

従い、主要な交通機関として舟運の必要

性が増したことによって、江戸の町を洪水

から守りかつ舟運による交通・輸送体系の

構築等を目的とした、利根川の東遷という

大規模な治水事業が実施された。

・利根川の東遷は、その後の東京を中心

とする関東平野の発展の基礎となった。

江戸時代～ AD. 1600～1850頃

出展：写真集 利根川高瀬舟
（千葉県立大利根博物館）

利根川東遷事業
江戸時代以前の
利根川

東遷後の利根川

洪水対策の変遷(江戸時代～）
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洪水対策の変遷(近代～）
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・ 上下流や左右岸の治水上の利害対立等を解消すべく、連続堤防方式に変化
・治水・利水ともに左右岸、上下流バランスを考慮した水系一貫対策を河川法等で制度化

中条堤の論争

左右岸、上下流バランスを考慮しながら国による統
一的な治水対策が進められてきた。

明治改修

・中条堤付近が利根川の狭窄部を形成しているため、洪水時には上流側が大遊
水地となり、下流側が防御される

・増強や維持管理について上流と下流で論争・紛争が噴出（別名『論所堤』）

・利根川の改修はⅢ期に分けられ下流より順次進められた。
・改修途上の明治４３年、利根川は明治最大の
洪水を受け中条堤が破堤。

・明治４３年の洪水を契機とし、明治４４年の
改修計画の改訂によって、上下流一貫した
連続築堤方式による治水対策を採用した。

中条堤廃止

第Ⅲ期改修
取手～芝根

第Ⅱ期改修
佐原～取手

第Ⅰ期改修
銚子～佐原

佐原
取手

中条堤

近代以降～ AD. 1900 前後
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洪水対策の変遷（都市・産業地の拡大のための水害対策）

江戸・東京を守るた
め北部で氾濫させる
都市構造

・氾濫域を北部に移動
・荒川放水路（現荒川）の開削

→ 東京の拡大と治水安全度の向上



４千万人

６千万人

８千万人

１億人

２００ ４００ ６００ ８００ １２００１０００ １４００ １６００ １８００ ２０００

第１の増加

古代農業国家成立による

小河川沿川の組織的な水田開
発 約５５０万人

約６０万人

第２の増加

大河川と用水路
の整備による
国土開発

第３の増加
河川整備による
近代国家の建設

約１，２００万人

２千万人

１億２千万人

人口 耕地面積

１００万ha

２００万ha

３００万ha

４００万ha

５００万ha

６００万ha

日
本
最
古
の
堤
防
「
茨
田
の
堤
」

（
（
仁
徳
天
皇
）

満
濃
池

狭
山
池

見
沼
代
用
水
（
徳
川
吉
宗
）

旭
川
の
百
間
川
放
水
路
（
）

玉
川
上
水
（
玉
川
兄
弟
）

筑
後
川
の
千
栗
堤
（
成
富
兵
庫
）

利
根
川
の
東
遷
、
荒
川
の
西
遷

徳
川
家
康
）

淀
川
の
文
禄
堤
、
太
閤
堤

（
豊
臣
秀
吉
）

富
士
川
の
信
玄
堤
（
武
田
信
玄
）

大
河
川
の
放
水
路
等
の
整
備

約３，０００万人

約６００万ha

約３００万ha

弥生～奈良 平安～室町 戦国～江戸 明治～

約８５万ha

渡来人の技術 ため池の整備 大河川の整備 近代河川整備

人口

耕地面積

○人口データ
・国立社会保障・人口問題
研究所データ

○耕地面積データ
・農業土木歴史研究会

『大地への刻印』公共事
業
通信社、1989年

・農林水産省データ

日本の人と水の歴史（洪水と闘い、渇水を克服）
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歴史的に見ると、水害を契機としたものよりも、都市の拡大、農地等産業用地開発な
どを目的とした、事業実施や投資が大きな進展を形成



４．水害を取り巻く現状の主な課題

１．水害対策計画の目標が未達成
・厳しい自然的・社会的条件の日本であ
り、過去発生した災害の対応も未達成

２．地球温暖化による水害の増大
・さらに、過去経験した現象を超える外力

３．洪水時の逃げ遅れ
・毎年全国で水害が多発し、逃げ遅れによ
る犠牲者が発生

４．大規模災害時の広域避難
・東京・大阪の近郊大河川などの洪水氾濫
での、相当数の広域避難者の対応

Ａ．氾濫しても被害が少ない対策
の実施（氾濫拡大を防ぐ二線堤、
壊れにくい堤防など）

B．不可逆的被害を優先防止
（人命・社会経済の中枢機能は
高い安全性確保）

Ｃ．流域治水（都市・農地・発電など
関係者の総力戦で安全度向上）

Ｄ．水防災意識社会の再構築など
・ 情報内容の改善
・ 住民が知りたいことから情報を
逆引き機能

・ マイタイムライン

Ｅ．広域避難計画の検討
（輸送方法、受け入れ先、実施
決断方法、長時間洪水予測）



治水能力
の向上

治水施設の長期的な整備目標流量(22,000m3/s)
1947年 カスリーン台風

1949年キティ台風

1948年アイオン台風

現
状
の
治
水
施
設
の
能
力

昭
和
20
年
代
の
治
水
施
設
の
能
力

未だ過去の洪水に対応できていない（利根川の整備状況）

群馬県伊勢崎市八斗島地点



（地球規模の気候変動） 近年の降水量の変化

１時間降水量50mm以上の年間発生回数（1000地点あたり）
雨の降り方が激甚化



荒川・利根川の氾濫、東京湾高潮により甚大な被害発生 広域避難の問題

○ 氾濫域は，戦後，人口・資産が高密度に集積し、地下空間も高度に利用
○ 地盤沈下により水害に脆弱なゼロメートル地帯化

（加須市右岸堤
防決壊の場合）

（赤羽の右岸堤防決壊の場合）

（最悪のケース）

ゼロメートル地帯等

（最悪のケース）

伊勢湾 東京湾大阪湾
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死者数・行方不明者数

(year)
出典: 理科年表, 日本気象災害年表, 警察庁資料、総務省消防庁資料

‘45.1月三河地震（2,306 人）
’45.9月枕崎台風（3,756 人）

‘48.6月福井地震（3,769 人）

‘59.9月伊勢湾台風（5,098 人）

’53.7月南紀豪雨（1,124 人）

‘54.9月洞爺丸台風（1,761 人）

‘95.1月阪神・淡路大震災（6,437 人）

‘46.12月昭和南海地震（1,443人）

東日本大震災（平成24年2月7日現在）

死者15,846人、行方不明者3,317人

’47.9月カスリーン台風（1,930 人）

平成23年台風第１２号（平成23年11月2日現在）

死者78人、行方不明者16人

平成23年台風第１５号（平成23年11月2日現在）

死者17人、行方不明者 1人

2011年のみ死者： 、行方不明者：
自然災害による死者・行方不明者数の推移

「流域治水」の施策のイメージ



１．避難ストレス
・ 避難に伴う様々な負荷
・ 避難行動の大変さ（避難準備、高齢者所帯、幼児の所帯等 特に夜間は大変）
・ 避難所の非快適性（プライバシー、睡眠、食事、持病のある人・・・）
・ 自宅の防犯、ペット ・ 移動手段

２．避難するほうが安全か？
・ 避難経路の安全性、周辺浸水、道路不通 ・ 避難所の安全性

３．自分に降りかかるリスクがわからない
・ いろいろな警報等の情報が出るが、自分がどの程度危険かわからない
・ いろいろな情報がありすぎて、どの情報を基に何を考えれば良いかわからない
・ 気象警報等は広範囲に出るので、よもや自分のところが危険になるとは思わない
・ 避難指示もすべての人が必ず避難しないといけないわけではない ？？
・ 情報が伝わらない、避難勧告等の情報がうまく聞き取れない

４．経験の功罪
・ 自分たちの地域でのリスク発生状況、避難行動経験などは効果的
・ 過去の経験以上の現象が想像できない（これまでも警報時に自宅でやり過ごせた）

５．正常性バイアス？？

５．人は何故避難しないのか



・ 情報は判断･行動のためのもの
＝ 本来はユーザー側から検討し内容・仕組みを整備すべきもの

観測デー
タの収集

予報・警報
・分析・加工
・リスク情報

情報の伝達
住民、関
係機関等

判断・行動
・避難
・財産保護
・水防活動
・施設操作

被害軽減の
ために必要
な行動

そのために
必要な情報
は何か

どのような加工
やシミュレーショ
ンが必要か

そのために
必要なデー
タは何か

（行政機関）

・ 通常は左から右への流れで情報が提供されている場合が多い
・ 加えて、最近は情報過多 → 何が大切なのか わかりにくい

情報は「伝える」ではなく「伝わる」ことが重要



避難勧告等は、
どこかで氾濫が
始まってからの
発令が一般的

台風１０個上陸
水害多発
避難の遅れが問
題になる

避難勧告等の
判断・伝達の
ガイドライン
（内閣府）

以前の状況 2004年 2005年
・事前には発令
・判断基準があいまいで
混乱
結果、的確な避難が
できない

近年の状況

リリリリリリリリリ ID rId4 リリリリリ リリリリリリリリリリリリリリリリリリ

2004年円山川（兵庫県）では実際に避難し
た人は1割未満

リリリリリリリリリ ID rId4 リリリリリ リリリリリリリリリリリリリリリリリリ

2008年岡崎市 38万人に避難勧告
1．4％が避難

浸水地域

浸水家屋 1万戸超

28
2011年9月20日 台風15号の豪雨で庄内川の水位が避難判断水位を超えて上昇

→ 名古屋市で109万人に避難勧告を出すが実際に避難したのは5千人弱

2004年までは水害発生前の避難勧告等発令の例はほとんどない



観 測

住民が受け取る避難行動などのための情報の種類

予 測

避難指示等を
発令

わかりやす
く情報表示

１．現象情報（判断･行動の参考にする情報）

２．避難行動を直接求める情報：避難指示等（信号機型情報 ）

避難すべきエリア
と開始時刻を検討

降雨量・河
川水位など

洪水予測
浸水区域予測

ウエブ（川の防災情報等 PC・スマホ）
TVデータ放送 アラームメール など

住 民

上記１
の情報

住 民

信号機型情報
その基となる情報ではなく、行動そのものを直接指示等するもの
赤信号だから止まる（車の通行が無くても = 背景となるリスクに関係なく）

防災行政無線・広報車
・アラームメール など

（青字：洪水の場合）

洪水：河川管理者が実施
地震･津波：気象庁が実施

市町村が発令



マイ・タイムラインの検討の過程で…

防災マイタイムライン https://mytimeline.river.or.jp/

【災害時状況変化にあわせた判断・行動を、自分で考え記述】

・ 災害時の防災行動チェックリストで対応の漏れを防止 ・ 災害時の判断をサポート

・ ハザードマップは、ほとんど見たことがなく、保管場所も忘れる

→ 自分で考え記述したものは忘れない

・ 実際の災害では少し違う場合もあるが、練習問題をしてなければ本番の問題も解けない
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